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共 通 事 項 

○ 各種統計データを更新した。 

例 「表 2-2-1  本県人口の推移」について、あいちの人口より平成 22 年 10 月 1日現在に更新した（P7）   
      「表 3-1-1  病院数及び病床数の推移」について、病院名簿により平成22年10月1日現在で更新した。（P23） 

主 な 変 更 点 

項目 変更前 変更後 変更理由 

第３部  

医療提供体制の整備 

第２章 

機能を考慮した医療提供施設の整備目標 

第１節  

がん対策 

（基本計画） 

○ 県内におけるがん診療の中核である愛知

県がんセンタ－は、中央病院（都道府県がん

診療連携拠点病院に指定）、愛知病院、研究

所で構成され、先進的ながん研究を進めると

ともに「遺伝子診断」などの高度先進医療を

提供する等、包括的ながん医療の充実を図り

ます。 

 

○ 県内におけるがん診療の中核である愛知県

がんセンタ－は、中央病院（都道府県がん診療

連携拠点病院に指定）、愛知病院、研究所等で

構成され、最新、最先端のがん医療や患者の状

況に応じた緩和医療の提供、先進的ながん研究

の推進等、包括的ながん医療の充実を図りま

す。（P59） 

 

がん対策推進計画と整合性

を図るため。 

 

 

第６節  

感染症・結核対策 

３ 結核対策 

（目標値） 
（記載なし） 
 
 
表 2-6-8 医療圏別結核病床を有する病院 
（記載なし） 

○全結核り患率（人口 10万人対） 
 22.4（平成 21年） → 18.0以下（平成 27
年）（P111） 
 
※県立循環器呼吸器病センターは、平成 22年 9
月 30 日に廃止され、尾張西部の結核病床は一
宮市民病院に設置されています。（P114） 

愛知県結核対策プランと整

合性を図るため。 
 
 
パブリックコメントの意見

の反映 
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４ 新型インフルエンザ 別紙１のとおり 国の行動計画の見直し案が

示されたため。 

第３章 

救急医療・災害保健医療対策 

 

 第１節 

救急医療対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状） 

１ 救急医療体制の整備 

(1) 第１次救急医療体制 

○ 第１次救急は、救急医療体制の基盤とし

て、傷病の初期及び急性期病状の医療を

担当し、第２次救急医療施設への選別機

能を持ちます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

○ 軽症の患者も含めて２次、３次の医療機関

に患者が多く集中することから、まずは、患

者の近くの休日夜間診療所等（第１次医療機

関）で対応し、必要に応じて入院救急を行う

医療機関を紹介する体制を構築する必要が

あります。 （P134） 
○ また、休日夜間診療所の一層の充実ととも

に、診療所における時間外診療の拡大や病院

内に診療所を設けるなど、外来救急医療を定

点（決まった場所）で行うことを検討する必

要があります。（P134） 
○ さらに、比較的軽症の患者がまず最寄りの

外来救急医療を担う医療機関に受診するよ

う、県民・患者への啓発、周知を図るととも

に、緊急性のない時間外受診の抑制について

も検討する必要があります。（P134） 
 

 

 

 

 

 

パブリックコメントの意見

の反映 
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(2) 第２次救急医療体制 

○ 広域２次救急医療圏として、県内に15ブ

ロックを設定し、休日、夜間における入

院又は緊急手術を要する救急患者の医療

を行う体制が整備されており、各広域２

次救急医療圏で、病院が輪番方式で対応

する病院群輪番制を実施しています。平

成22年9月1日現在、100か所の医療機関が

病院群輪番制に参加しています。 

 

 

○ 国の通知により、２次輪番病院等の基準

と救急病院等の告示基準が同一となり、

救急医療体制の一元化が図られていま

す。 

６ 消防法一部改正に伴う傷病者の搬送及び

受入れの実施に関する基準の策定について 

 ○ 消防法の一部を改正する法律（平成21

年10月30日施行）により、都道府県は、

消防機関による救急業務としての傷病者

の搬送及び医療機関による当該傷病者の

受入れの迅速かつ適切な実施を図るた

め、傷病者の搬送及び受入れの実施に関

する基準（以下実施基準）を定めるとと

もに、実施基準に関する協議を行うため

の消防機関、医療機関等を構成員とする

 

○ 第１次救急医療を担う休日夜間診療所の

後方病院として、入院又は緊急手術を要する

救急患者の医療を担当する第２次救急医療

施設が整備されています。第２次救急医療体

制は、広域市町村圏を基本に、県内に15ブロ

ックを設定し、ブロックごとに病院が輪番方

式で対応する病院群輪番制により実施され

ています。平成22年10月1日現在、101か所の

医療機関が病院群輪番制に参加しています。

（P135） 
（削除） 

 

 

 

６ 傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基

準 

○ 消防機関による救急業務としての傷病者

の搬送及び医療機関による当該傷病者の受

入れの迅速かつ適切な実施を図るため、傷病

者の搬送及び受入れの実施に関する基準を

定め、適切に運用します。（P137） 
 

 

 

 

 

パブリックコメントの意見

の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準の策定と整合性を図る

ため。 

 

 

 

 

 

 

 



4 
 

協議会を設置することとされました。 

 

（課題） 

１ 救急医療体制の整備 

(1) 第１次救急医療体制 

（記載なし） 

 

 

 

 

 

 

(2) 第２次救急医療体制 

○ 地域において２次救急医療の確保を図る

ため、救急患者搬送機関の協力を得て、病

院群輪番制当番病院と救急病院等との連携

を図る必要があります。 

 

(3) 第３次救急医療体制 

○ 救命救急センターについては、引き続き

高度な診療機能の強化を図るとともに、第

１次、第２次救急医療機関との機能の分担

と連携を図り、本来の機能を果たすことが

必要です。 

 
 

 

 

 
 
 
○ 外来救急医療（患者が自ら医療機関に赴き

通常の診療時間外に受診するもの）と入院救

急医療（入院治療を必要とする救急医療をい

い、救急車により患者が搬送されるもの。）を

区分し、それぞれの医療提供体制を構築して

いくことが必要です。（P134） 
 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

○ 緊急性の高い疾患については、救命救急セ

ンター及びそれに相当する機能を有する高度

救命救急医療機関が複数で機能別に対応し、

緊急性の高くない疾患については、それ以外

の入院救急医療機関で対応するなど、機能分

化を推進することが必要です。（P135） 
○ 救命救急センターなどの高度救命救急医療

 

 

 

 

 

パブリックコメントの意見

の反映 

 

 

 

 

 

 

 

パブリックコメントの意見

の反映 

 

 

 

 

パブリックコメントの意見

の反映 
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４ 救急医療についての普及活動の実施 

○ 救急医療に関する診療所と病院の役割に

ついて、啓発を行っていく必要があります。

 

 

 

 

 
（今後の方策） 
○ 病院前救護活動における救急業務の高度

化は、心肺停止傷病者に対する救急救命士

の処置範囲の拡大を中心として進めてきま

したが、今後は、心筋梗塞、脳卒中などの

疾病構造の変化にも対応した病院前救護体

制の構築を総合的に進めていきます。 
 

（記載なし） 

機関が真に必要な患者の受け入れができるよ

うに、急性期を過ぎた患者を受け入れる病院

との機能分担を図ることが必要です。 

（P135）
 

 

○ 安易な救急外来への受診（いわゆる「コン

ビニ受診」）は、医療機関に過度な負担をかけ、

真に救急対応が必要な患者への救急医療に支障

をきたすおそれがあるため、適正な救急医療の

利用について、啓発を行っていく必要がありま

す。（P137） 
 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 
○ 救急医療の適正な利用を図るため、救急医

療に関する診療所と病院の役割などについ

て、様々な場を通じ啓発をしていきます。 
（P138）

 

 

 

 

 

 

パブリックコメントの意見

の反映 

 

 

 

 

 

 

 

今後は傷病者の搬送及び受

入実施に関する基準に基づ

き、病院前救護体制の構築

をしていくこととなるた

め。 

 

パブリックコメントの意見

の反映 
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第４章 

周産期医療対策 

  

第１節 

周産期医療対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本計画） 

（記載なし） 

 

 

（記載なし） 

 

 

（現状） 

３ ハイリスクに対する周産期医療体制 

○ 総合的な周産期医療体制の充実強化のた

め、愛知県周産期医療協議会を中心に総合

周産期母子医療センター、地域周産期母子

医療センター及び地域の主治医の間のネ

ットワークにより、妊娠、出産から新生児

に至る安全、安心な周産期医療を効果的に

提供しています。また、協議会において調

査研究等も行い、周産期医療の向上を図っ

ています。 

 

○ コロニー中央病院、あいち小児保健医療

総合センター、４大学病院は、県内の周産

期医療体制の充実のため、総合及び地域周

産期母子医療センターとの連携を図って

います。 

 

○ 「愛知県周産期医療体制整備計画」の目標達

成に向けて、行政、周産期医療関係者、救急医

療関係者等が連携します。（P149） 
○ 周産期母子医療センターの整備に努めると

ともに、救急医療との連携を促進します。 
（P149）

 

３ ハイリスク分娩に対する周産期医療体制 

○ 総合的な周産期医療体制の充実強化のた

め、愛知県周産期医療協議会を中心に総合周

産期母子医療センター、地域周産期母子医療

センター及び地域周産期医療関連施設間の

ネットワークにより、妊娠、出産から新生児

に至る安全、安心な周産期医療を効果的に提

供しています。また、協議会において調査研

究等も行い、周産期医療の向上を図っていま

すが、東三河地区には総合周産期母子医療セ

ンターがありません。（P149） 
○ ４大学病院、聖霊病院、県コロニー中央病

院、県あいち小児医療センターは、県内の周

産期医療体制の充実のため、周産期母子医療

センター等との連携を図っています。       

(P150）
 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 

 

 

 

 

 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 
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（記載なし） 

 

 

（記載なし） 

 

 

 

 

 

 

（記載なし） 

 

 

 

○ 周産期母子医療センターの MFICU（母

体・胎児集中治療管理室）や NICU（新生児

集中治療管理室）が満床状況にあります。

 

 

 

 

４ 母体救命救急体制 

○ 重篤な合併症（脳卒中、心筋梗塞等）を

併発した妊産婦の救急患者については、救

命救急センターや周産期母子医療センタ

ーを中心に、救急医療部門と周産期医療部

○ 妊産婦及び新生児の迅速な搬送を実現す

るため、携帯電話メールを活用した受入病院

検索システムが運営されています。（P150）
○ 平成23年3月1日現在、診療報酬加算対象の

MFICU（母体・胎児集中治療管理室）は総合

周産期母子医療センターである第一赤十字

病院に9床、第二赤十字病院に6床、厚生連安

城更生病院に6床ありますが、東三河地区に

は診療報酬加算対象のMFICUはありません。

（P150） 
○ 平成23年3月1日現在、診療報酬加算対象の

NICU（新生児集中治療管理室）は周産期母子

医療センターを中心に138床あります。 

（P150）
○ 多くの周産期母子医療センターでNICUの

稼働率が80％を超えています。（P150） 
○ 名古屋医療圏の総合周産期母子医療セン

ターは県内全体から患者を受け入れており、

MFICU及びNICUは慢性的に満床状態となって

います。（P150） 
 

 

○ 重篤な産科疾患や合併症（脳卒中、心筋梗

塞、多発性外傷等）を併発した妊産婦の救急

患者については、救命救急センターや周産期

母子医療センター、大学病院を中心に、救急

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 

 

 



8 
 

門及びその関係部門（脳神経外科、心臓血

管外科等）が連絡を取りあって受入れをし

ています。 

 

 

５ 周産期医療体制整備計画 

○ 周産期医療体制の総合周産期母子医療セ

ンターの設置数等、個別具体的な内容を定

めた「周産期医療体制整備計画」を平成 22

年度に策定する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（課題） 

３ ハイリスクに対する周産期医療体制 

○ 三河地域におけるハイリスク妊産婦に対

する医療提供体制の充実を図るため、三河

地域においても総合周産期母子医療センタ

ーを複数設置する必要があります。 

○ 周産期母子医療センターのMFICUやNICU

を需要に応じて増床する必要があります。

医療部門と周産期医療部門及びその関係部

門（脳神経外科、心臓血管外科等）が連携し、

迅速な搬送と対応を実現しています。 

（P150）
 

 

○ 平成 23 年 3 月に、本県における今後の周

産期医療体制の目指すべき方向性を定めた

「愛知県周産期医療体制整備計画」を策定し

ました。 

計画では周産期母子医療センターの整備

と機能強化、NICU の整備、搬送体制の強化な

どについて定めています。 

なお、周産期医療体制に関する基本的な内

容は「愛知県地域保健医療計画」に記載し、

個別具体的な内容は「愛知県周産期医療体制

整備計画」に記載しています。（P151） 
 

 

３ ハイリスク分娩に対する周産期医療体制 

○ 東三河地区におけるハイリスク妊産婦に対

する医療提供体制の充実を図るため、東三河

地域においても総合周産期母子医療センター

の整備を図る必要があります。 

○ 東三河地区に総合周産期母子医療センター

を整備することにより、MFICUの整備を図る必

 

 

 

 

 

 

医療計画と周産期医療体制

整備計画の関係を周産期医

療体制整備指針に従い整理

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 
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○ NICUの後方支援病床を整備する必要があ

ります。 
 

４ 母体救命救急体制 

○ 合併症を併発している妊産婦の受入れ体

制の充実強化のため、救急医療と周産期医

療の連携を図っていく必要があります。 

 

 

 

５ 周産期医療体制整備計画 

（記載なし） 

 

 

 

 

 

 

要があります。（P150） 
○ 周産期医療体制整備指針によれば、出生数1

万人あたり25床から30床のNICUが必要とさ

れ、本県では180床から210床程度が必要であ

ると考えられます。（P150） 
○ 名古屋・尾張地区でもさらに総合周産期母

子医療センターの整備に努める必要がありま

す。（P150） 
○ NICUの後方支援病床の整備を検討する必要

があります。（P150） 
 

 

○ 重篤な産科疾患や合併症を併発している妊

産婦の受入に関しては全国的にもすぐれた連

携体制が構築されていますが、救急医療と周

産期医療の連携をさらに強化する必要があり

ます。（P150） 
 

 

○ 目標を達成できるよう行政、周産期医療関

係者、救急医療関係者が連携するとともに、

愛知県周産期医療協議会において計画の推進

状況を把握し、目標の達成状況を評価する必

要があります。（P150） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 

 

 

 

 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 
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（今後の方策） 

（記載なし） 

 

 

（記載なし） 

 

 

（記載なし） 

 

（目標値） 

（記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 原則として、周産期母子医療センターと救

命救急センターとの併設を促進します。 

（P151）
○ 東三河地区に総合周産期母子医療センター

を整備するとともに、名古屋・尾張地区でも

さらなる整備を検討します。（P151） 
○ NICU の整備に努めます。（P151） 
 

 

○ 総合周産期母子医療センター数 

3か所 → 名古屋・尾張地区で1か所以上、

東三河地区で1か所の整備（P151） 
○ MFICUの整備 

   21床  → 名古屋・尾張地区で6床以上、

東三河地区で6床の整備（P151） 
○ NICUの整備 

135床 → 150床    （平成25年度）

180床 ～ 210床程度   

（平成27年度）

（P151）
 

 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 

 

 

 

 

 

 

 

周産期医療体制整備計画と

整合性を図るため。 

 

第６章 

へき地保健医療対策 

  （課題） 

2 へき地医療対策 

(1) へき地診療所 

 

 

 

 

 

 

体系図の修正 別紙２のとおり 
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（記載なし） 

 

 

 

 

 

(3) へき地医療支援機構 

（記載なし） 

 

 

○ 地域の診療所においては全診療科的な対

応が必要であり、総合的な診療ができる医

師の養成、確保を図るとともに、専門医に

よる技術支援、研修体制の確保及び情報の

支援が必要となります。 

○ へき地における医療は、全診療科的な対応

が必要となるため、総合的な診療ができる医

師の養成、確保を図ることが必要です。 

（P165）
○ へき地医療を担う医療機関においても、総

合的な診療機能の充実が望まれます。 

（P165）
○ へき地医療支援計画策定会議のあり方を見

直すなど、へき地医療支援機構の機能を強化

する必要があります。（P166） 
○ へき地医療を担う医師を対象に専門医によ

る技術支援、研修体制の確保及び情報の支援

が必要となります。（P166） 
 

 

 

へき地医療支援機構だけの

課題でないため 2(3)より

移動 

 

へき地医療支援計画策定会

議からの意見による。 

 

へき地医療支援機構だけの

課題でないため 2(1)へ移

動 

 

第７章 

保健医療従事者の確保対策 

 

 ２ 看護職員 別紙３のとおり 

 

 

 

 

 

 

第７次看護職員需給見通し

を策定したため。 
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第８章 

その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項 

 第３節 

高齢者保健医療福祉対策 

（課題） 

１ 介護保険事業の状況 

○ 介護療養型医療施設については、療養病

床の再編成に伴い、平成 23 年度末に廃止

されることが決まっているため、円滑に介

護保険施設等に転換できるよう、支援する

必要があります。 

 

 

○ 介護療養型医療施設については、入院して

いる方が困ることがないよう円滑な介護保

険施設等への転換について、支援する必要が

あります。（P197） 
 

 

 

平成２３年度末の廃止につ

いて、期限を延長する法改

正の検討が国で行われてい

るため。 

 


